
日・タイを結ぶ人材育成・活用について、
クールジャパンの切り口から考える

内閣府 知的財産戦略推進事務局政策参与
浜野 京

平成３０年３月２６日
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２

・日本でもっと学びたかったが、学び続けるための奨学金が少なかった。
・求められる日本語のハードルが高かったため、米国に留学した。

・情報が少ない。
・日本での就労の際に、企業から具体的なキャリアビジョンが示されなかった。
・タイ人留学生の先輩に、日本企業に就職したロールモデルがなかった。
・日本で活躍するタイ人を増やすには、日本に就業して成功した事例を本人や親に、より効果的に発
信する必要があるのではないか。
・日本における就労について相談できる先が見つからなかった。

パネリストの主な意見

○日本を留学先とすることについて

○タイ人の人材に期待すること

○日本での就業環境について

・日本企業は、日本の商品とタイの市場の双方を知っているタイ人の強みを活かしてほしい。
・一般に、ベトナム人はソフトウェア・エンジニアリングに、タイ人はデザイン・クリエイティブといったように、適性につ
いての傾向があるのではないか。今後、タイ人はクリエイティブな分野で、より活躍できる可能性があると思う。

問題意識（背景）

○アセアン諸国で留学生・社会人等人材の獲得競争が激化している。
○親日的と言われるタイの人材を獲得・活用することでさえ、成功しているとは言えない。

○タイは中国、メコン流域へのビジネスネットワークがあり、食、コンテンツ等クリエイティブ・インダ
ストリーにアドバンテージがある。これを日本が活かさない手はない。



３

＜タイ人材の戦略的活用（キャリアトラック）＞

日本への留学

日本での就労

タイや海外での就労

（課題）・留学支援が不十分（奨学金等）
・英語で受けられる授業が少ない
・求められえる日本語のハードルが高い

（課題）
・企業から具体的なキャリアビジョン
が示されない

・日本での就労における成功事例の
タイへの発信が不十分

・日本での就労について
相談できる人がいない

（ローカルモデルが少ない）

（課題）
・日本での就職を考える情報や機会の提供が不十分
・日本企業等の外国人受入体制意識が不十分
・地域でのバックアップ体制が欠けている

（展開）
・タイ支店や日本企業で日本での
経験をタイで活かす

・幹部への登用
・日本の商品・タイの市場を知って
いる強みを生かし、起業する

・日タイ間の協業
・タイ人のネットワークを活用し、
他のアジア諸国、海外でビジネス

・日本企業とタイ企業の協業のつな
ぎ役に
（例）KADOKAWA AMARIN Co., Ltd.

インターンシップ
タイ

日本



改善への提案

日本側の意識改革を

 労働力が足りないから、外国人でも雇おうという上から目線では雇用できない。

 日本への留学、日本企業での就労がどんな魅力があるか、留学からインターン、日本

企業での就労、海外（タイ）支社の幹部としての登用等のキャリアパスを語れるように、

日本経営者等の意識改革が必要。

 アジアと一括りにしても、国ごとに多種多様。その国のアドバンテージを活かした人材

の活用を考えた人材獲得が重要。

情報発信の強化

地域でタイ人育成・活用の仕組み（コンソーシアム）を作る

留学やインターン、就労に関わる情報を国内外に発信する。

日本留学、就労の身近な成功例を多数発信する。

地域でタイ人材の育成・活用をインバウンド⇔アウトバウンドを通して戦略的に実践する。

日本全国に普及、啓発するため、ベストプラクティスとなる地域をつくる。
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